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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 272,050 △2.8 11,549 △30.1 13,805 △17.5 △8,855 ―
24年3月期 279,786 △1.8 16,528 △1.0 16,727 13.0 7,698 50.3

（注）包括利益 25年3月期 4,336百万円 （△35.4％） 24年3月期 6,709百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 △27.33 ― △4.7 4.0 4.2
24年3月期 23.76 ― 4.2 5.0 5.9

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  186百万円 24年3月期  △4百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 354,670 192,409 53.3 583.03
24年3月期 338,025 188,853 55.5 578.69

（参考） 自己資本   25年3月期  188,900百万円 24年3月期  187,499百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 18,789 △23,853 95 67,517
24年3月期 19,545 △15,135 △3,198 68,937

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00 2,592 33.7 1.4
25年3月期 ― 5.00 ― 3.00 8.00 2,591 △29.3 1.4
26年3月期(予想) ― 5.00 ― 5.00 10.00 32.4

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 141,500 4.2 7,500 △3.0 6,500 △6.4 3,500 △21.5 10.80
通期 292,500 7.5 19,000 64.5 17,500 26.8 10,000 ― 30.86



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料P.24「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注意事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 330,353,809 株 24年3月期 350,353,809 株
② 期末自己株式数 25年3月期 6,353,889 株 24年3月期 26,350,406 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 324,001,929 株 24年3月期 324,004,850 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 9,703 5.1 4,016 8.4 3,629 12.0 1,727 △4.5
24年3月期 9,228 △11.2 3,705 △17.3 3,240 △18.3 1,808 △44.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 5.33 ―
24年3月期 5.58 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 178,444 101,743 57.0 314.02
24年3月期 165,909 100,508 60.6 310.21

（参考） 自己資本 25年3月期  101,743百万円 24年3月期  100,508百万円

2. 平成26年 3月期の個別業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きが実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績
予想のご利用にあたっての注意事項につきましては、添付資料P.2「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

営業収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 17,500 80.4 11,500 216.9 11,000 536.7 33.95
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（1）経営成績に関する分析 

 ①当連結会計年度の経営成績                           （単位：百万円） 

  

 当会計年度における国内経済は、長引く円高や世界経済の後退の影響で弱含みの展開となっていましたが、後半に入

り円安の動きが加速するなど、明るい材料も出てきました。また、米国経済も、財政問題等の不確定要素を抱えながら

も、個人消費を中心に底堅さを保ちました。一方、欧州経済は、債務問題が長期化の様相を呈し厳しい状況で推移しま

した。中国をはじめとするアジア新興国においても景気の減速感が強まりました。 

 このような情勢のもと、当社グループは、着実な成長を続ける企業グループを目指し、更なる体質の強化を図るとと

もに、新たな成長戦略の模索を続けてまいりました。 

  当期の連結業績は、売上高は2,720億円（前期比2.8％減）、営業利益は115億円（前期比30.1％減）、経常利益は138

億円（前期比17.5％減）となりました。また、平成25年２月に新たに策定した中期経営計画「シチズングローバルプラ

ン2018」に係る構造改革への引き当てとして、236億円の特別損失を計上した結果、当期純利益は△88億円（前期は76

億円）と減収減益となりました。 

   

（時計事業） 

 ウオッチ販売のうち、“ＣＩＴＩＺＥＮ”ブランドの国内市場は、外国人観光客の減少などの影響を受けましたが、

主力製品の「アテッサ」、「クロスシー」のほか、高額品の販売が年間を通して好調に推移し、大幅な増収となりまし

た。海外市場は、米国は堅調ながらも、欧州債務危機に起因する景気低迷や、中国をはじめとする新興国の景気減速等

により、減収となりました。このうち米国市場は、景気が順調な回復傾向を辿る中、年末商戦も活況を呈し、特に、大

手デパートやジュエリーチェーンにおいてエコ・ドライブの新製品が好調に推移し、増収となりました。欧州市場はイ

ギリスが好調に推移したものの、ドイツ、イタリアでは、景気に対する不安感から個人消費の低迷が続いており、減収

となりました。アジア市場のうちアセアン地域においては、積極的なマーケティング活動を展開したことで、順調に推

移しました。しかしながら、近年好調を維持してきた中国は、経済成長鈍化の影響等から顧客の仕入控えが続き、アジ

ア市場全体では減収となりました。 

 “ＢＵＬＯＶＡ”ブランドは、主要市場である米国において、上期は大手デパートの仕入調整の影響を受けました

が、下期は年末商戦が活況を呈したほか、新製品の販売が好調に推移した結果、増収となりました。 

 “Ｑ＆Ｑ”ブランドの国内市場は、引き続き大手顧客を中心に堅調に販売を伸ばしたほか、海外市場でも、米国市場

とアジア市場の好調をはじめ、欧州市場においても回復基調で推移した結果、大幅な増収となりました。 

 ムーブメント販売は、欧州の経済減速や中国の成長鈍化により、時計市場の需要が落ち込み、大幅な減収となりまし

た。 

 以上の結果、時計事業全体では、当期からProthor Holding S.A.の業績が加わったこともあり、売上高は1,395億円

（前期比0.1％増）、営業利益は109億円（前期比16.0％減）と増収減益となりました。 

  

（工作機械事業） 

 国内市場は、７月から減速感が強まり、自動車関連の設備投資等が若干好転する場面もありましたが、全体としては

減収となりました。米国市場においては、自動車関連や医療関連が底堅く推移したほか、新規顧客開拓の成果もあり、

増収となりました。欧州市場は、景気の後退感に対処すべく、自動車や精密機械など動きのある業種に対する販促に注

力しましたが、市況の減速感は更に増し、減収となりました。アジア市場は、停滞感を強めていた中国市場が各分野で

好転し、アセアン市場においてもタイの洪水被害からの復興需要に続き、自動車関連や医療関連の設備投資の増加等を

追い風に、増収となりました。 

 なお、当期は事業体質の改善に向け、白河事業所の閉鎖、佐久平物流センターの新設等、国内生産拠点の再編を行

い、今後ますます厳しくなるグローバル市場における競争力の強化を図りました。 

 このような状況の中、“シンコム”ブランドは、比較的堅調であったアジア、米国だけでは、国内、欧州の落ち込み

を補うことができず、減収となりました。“ミヤノ”ブランドは、中国や米国市場において主力製品の浸透が進んだほ

１．経営成績・財政状態に関する分析

  平成２４年３月期 平成２５年３月期 増減額 増減率 

売上高 ２７９，７８６ ２７２，０５０ △７，７３５ △２．８％

営業利益 １６，５２８ １１，５４９ △４，９７９ △３０．１％

経常利益 １６，７２７ １３，８０５ △２，９２２ △１７．５％

当期純利益 ７，６９８ △８，８５５ △１６，５５３ ―  



か、素形材加工機の海外拡販などの好材料がありましたが、国内、欧州、アセアンの落ち込みが大きく、減収となりま

した。 

 以上の結果、工作機械事業全体では、売上高は355億円（前期比15.4％減）、営業利益は20億円（前期比58.8％減）

と減収減益となりました。 

  

（デバイス事業） 

 オプトデバイスのうち、照明用ＬＥＤは、市場拡大は続いたもののアジア勢の本格参入による価格下落が強まりまし

たが、市場動向やニーズに対応した新製品を投入し、これが日本、アジア、北米など幅広い顧客の受注に繋がり、増収

となりました。バックライトユニットは、車載向けが安定的に推移したものの、その他の製品において利益を重視した

ことにより、減収となりました。 

 水晶デバイスでは、音叉型水晶振動子が、主要顧客の需要増により数量ベースでは堅調に推移したものの、大幅な価

格下落により、減収となりました。水晶ブランクは、小型・高精度製品が、好調なスマートフォン市場に牽引され好調

に推移し、増収となりました。 

 強誘電液晶マイクロディスプレイは、期初は好調に推移しましたが、主要顧客の生産調整を受け受注が低迷したほ

か、別方式ディスプレイとの競合、ＥＶＦ（Electronic View Finder）非搭載カメラの増加などにより、減収となりま

した。このような環境の中、当期に実施しましたMicron Technology, Inc.のディスプレイ事業買収によるメリットを

生かし、高精細高画質の製品開発等を進めています。 

 スイッチは、スマートフォン向けのサイドスイッチが、小型・薄型・高クリック感・防水機能等の強みを生かし好調

に推移した結果、増収となりました。 

 自動車部品は、欧州における需要の減少もありましたが、ハイブリッド車向け部品が堅調に推移したほか、期初の好

調もあり、増収となりました。 

 以上の結果、デバイス事業全体では、売上高は598億円（前期比2.5％減）、営業利益は９億円（前期比3.3％減）と

減収減益となりました。 

  

（電子機器事業） 

 プリンターは、ＰＯＳプリンター及びラベルプリンターは、米国市場では新規案件獲得などで健闘しましたが、国内

及び欧州市場が伸びず、減収となりました。大型プリンターは、中国の徴税システムの導入ペースが鈍化したことで、

減収となりました。フォトプリンターは、置き換え需要の増加とメディア販売の増加により、増収となりました。以上

の結果、プリンター全体では減収となりました。 

 電卓は、東欧・ロシアを中心とした欧州向けが堅調に推移し、増収となりました。 

 健康機器は、国内市場が販路拡大と新製品の導入により好調でしたが、海外市場では、米国市場が堅調ながら他の地

域が前期を下回りました。以上の結果、健康機器全体では増収となりました。 

 以上の結果、電子機器事業全体では、売上高は215億円（前期比4.8％減）、営業利益は４億円（前期比45.8％減）と

減収減益となりました。 

  

（その他の事業） 

 宝飾製品は、各種デザイナーズジュエリーを始めとする高額品を中心に回復傾向も見られましたが、秋以降は厳しい

環境となり、減収となりました。球機用機器は、主要顧客の置き換え需要が増加したことと、店舗内装工事を含む大口

案件を獲得したことにより、増収となりました。 

 以上の結果、その他の事業全体では、売上高は156億円（前期比8.5％増）、営業利益は４億円（前期は３億円の営業

損失）と増収増益となりました。 

  



②翌連結会計年度の見通し                            （単位：百万円） 

  

セグメント別売上高明細                               （単位：百万円） 

  

セグメント別営業利益明細                             （単位：百万円） 

  

 今後の経済情勢は、米国の堅調な経済動向や、国内での円安傾向など明るい材料もみられますが、欧州の財政問題

の長期化や、中国経済の低迷などもあり不透明な状況が予想されます。 

 このような状況のもと、翌連結会計年度の業績につきましては、売上高2,925億円（前連結会計年度比7.5％増）、

営業利益190億円（同64.5％増）、経常利益175億円（同26.8％増）、当期純利益100億円を予想しております。 

 また、予想為替レートは1US$＝90円、1ユーロ＝120円を想定しております。 

 当連結会計年度の実績は1US$＝82円、1ユーロ＝106円でした。 

  

  平成２５年３月期 平成２６年３月期 増減額 増減率 

売上高 ２７２，０５０ ２９２，５００ ２０，４４９ ７．５％ 

営業利益  １１，５４９  １９，０００ ７，４５０ ６４．５％ 

経常利益  １３，８０５  １７，５００ ３，６９４ ２６．８％ 

当期純利益  △８，８５５  １０，０００ １８，８５５  ― 

  平成２５年３月期 平成２６年３月期 増減額 増減率 

時計事業 １３９，５０８  １５５，０００  １５，４９１  １１．１％ 

工作機械事業 ３５，５３３  ３８，５００  ２，９６６  ８．３％ 

デバイス事業 ５９，８５２  ６１，０００  １，１４７  １．９％ 

電子機器事業 ２１，５０４  ２３，０００  １，４９５  ７．０％ 

その他の事業 １５，６５１  １５，０００  △６５１  △４．２％ 

売上高合計 ２７２，０５０  ２９２，５００  ２０，４４９  ７．５％ 

  平成２５年３月期 平成２６年３月期 増減額 増減率 

時計事業 １０，９５７  １５，５００  ４，５４２  ４１．５％

工作機械事業 ２，０９７  ３，０００  ９０２  ４３．１％

デバイス事業 ９３６  ２，５００  １，５６３  １６７．１％

電子機器事業 ４５８  ８００  ３４１   ７４．５％

その他の事業 ４８６  ５００  １３  ２．９％

消去又は全社 （３，３８６） （３，３００） ８６  ―  

営業利益合計  １１，５４９  １９，０００ ７，４５０  ６４．５％



（2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べ166億円増加し3,546億円となりました。資産

の内、流動資産は、棚卸資産が56億円増加したこと等により、64億円の増加となりました。固定資産につきまして

は、投資有価証券が46億円、無形固定資産が43億円増加したこと等により102億円の増加となりました。負債は、

前連結会計年度末に比べ、事業再編整理損失引当金が158億円増加したこと等により130億円増加し、1,622億円と

なりました。純資産につきましては、為替換算調整勘定が106億円増加、利益剰余金が254億円減少したこと等によ

り、35億円増加し1,924億円となりました。 

  ②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ14億円減少

し、当連結会計年度末には、675億円となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度と比べ７億円減少し、187億円となりました。これは主に税金

等調整前当期純損失が94億円、減価償却費が154億円、事業再編整理損失引当金の増加が155億円、売上債権の減少

が63億円、仕入債務の減少が98億円となりましたこと等によるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度と比べ87億円減少し、238億円の支出となりました。これは主

に有形固定資産の取得による支出が180億円、連結子会社株式の取得による支出が54億円となりましたこと等によ

るものであります。  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、前連結会計年度と比べ32億円増加し、０億円となりました。これは主に社債発

行による収入が100億円、長期借入金の返済による支出が105億円となりましたこと等によるものであります。 

    

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、配当及び自己株式取得の合計額の連結当期純利益に対する比率を「株主還元性向」と捉え、３年間の平均

で30％以上とすることを基本方針としております。配当につきましては、連結業績との連動と安定配当のバランスを

勘案し決定をいたします。 

 当期の期末配当金につきましては、１株あたり3.00円とさせていただく予定であります。これにより、当期の年間

配当金は１株当たり8.00円となる予定です。 

 なお、次期の年間配当につきましては、安定配当と来期の業績動向等を総合的に勘案いたしまして、１株当たり

10.00円とさせていただく予定です。 



  

（4）事業等のリスク 

  当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがありま

す。 

  

① 当社グループの各事業のリスクについて 

 当社グループは、時計、工作機械、デバイス、電子機器等の製造販売を主な事業とし、全世界で事業展開を行って

おります。そして、ユーザーは一般個人のほか、多種多様な製造業にまで広範囲に渡っております。従って、当社グ

ループの業績は、多岐に渡る変動要因の影響を受けます。その要因の主なものは以下のとおりです。 

  

時計事業 

 時計事業においては、ウオッチでは国内競合メーカーのほか、スイス高級腕時計メーカー、中国製普及価格帯時計

メーカー等との競争も激しく、また、携帯電話等の時計機能代替製品との競争も内在しております。ムーブメント事

業においては現在高いシェアはあるものの、中国メーカーの台頭等に基因する競争環境の悪化により単価下落及びシ

ェア低下の危険性があります。  

  

工作機械事業 

 工作機械事業は、景気サイクルや企業の設備投資需要の影響を受けやすく、また競争環境においては国内メーカー

との競争の他、アジアメーカーとの競争も激しさを増しています。 

  

デバイス事業 

 デバイス事業は、技術革新が早く企業間競争も激しいことから、販売価格の下落や開発等の遅れ等が業績に大きく

影響を及ぼす可能性があります。オプトデバイスにおいては販売先であります携帯電話メーカーや照明メーカーの動

向に影響を受けます。水晶デバイスにおいても、主要な販売先であります携帯電話メーカーの動向に大きく影響を受

ける可能性があります。また、一部製品では、特許実施許諾の契約を結んでおりますが、何らかの事情により提携関

係が解消され、特許の実施許諾が受けられない状態になった場合、当事業に影響を与える可能性があります。 

   

電子機器事業 

 電子機器事業は、景気変動による設備投資、個人消費の影響を受け易いため今後の景気動向によっては減収等が予

想されます。また、国内競合メーカーはもとより、中国等の電子機器メーカーとの競争が激しく、技術革新が早いこ

とから、販売価格の下落や開発等の遅れ等が業績に影響を与える可能性があります。 



② 海外売上依存度について 

 当社グループの製品の売上高における海外比率は高く、また、全世界に販売されております。このため、各地域に

おける景気・消費動向は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当該地域の政治的・経済的

な社会情勢が、同様に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 為替変動のリスクについて 

 上記②のとおり、当社グループの製品の売上高における海外比率は高いため、為替予約及び通貨オプション等によ

るリスクヘッジを行うとともに、海外生産の拡充・強化を押し進めておりますが、当社グループの業績は為替変動の

影響を受けます。 

  

④ 中国生産依存度について 

 当社グループの製品は、４割以上を海外拠点で生産しており、主な生産拠点は中国に有しております。そのため、

中国において何らかのトラブルによる生産の支障及び、生産に支障を来すような規制等が実施された場合、または人

民元が大幅に切り上げられた場合等、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

⑤ 減損損失について 

 当社グループの資産の時価が著しく下落した場合や事業の収益性が悪化した場合には、減損会計の適用により固定

資産について減損損失が発生し、当社グループの業績及び財政状況に影響を与える可能性があります。 

  

⑥ 特許及びその他の知的財産について 

 当社グループが研究開発及び生産活動を行う中でさまざまな知的財産権にかかわる技術を使用しており、それらの

知的財産権は当社グループが所有しているもの、あるいは適法に使用許諾を受けたものであると認識しております

が、当社グループの認識の範囲外で第三者から知的財産権を侵害したと主張され、係争等が発生した場合には、当社

グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 特に一部製品において、特許実施許諾の契約を結んで製造を行っておりますが、何らかの事情により提携関係が解

消され、特許の実施許諾が受けられない状態になった場合、当事業に影響を与える可能性があります。 

  

⑦ 地震等の自然災害によるリスクについて 

 当社グループの本社・工場等の設備安全について火災・地震などの自然災害の発生時に、人的被害・工場などの設

備破損が生じないよう、防災シミュレーション活動などを通じて管理体制の確立を行っております。しかしながら、

想定以上の地震等が発生した場合、生産活動や商品供給に支障をき来たしたり、復旧などにかかる費用などで業績及

び財務状況に大きな影響が出る可能性があります。      

  

⑧ Ｍ＆Ａ及び業務提携等に関するリスクについて 

 当社グループは、Ｍ＆Ａや業務提携等を通じた事業基盤の強化に取り組んでおります。これらを実行するにあたっ

ては、対象企業の入念な調査、検討を行いますが、未認識債務の判明等や事業の展開等が計画どおりに進まない場

合、当社グループの経営成績や財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑨ 借入金のリスクについて 

 当社グループの借入金の一部は、取引先金融機関とシンジケート・ローン契約及びコミットメント・ライン契約を

締結していますが、これらの契約の財務制限条項に抵触した場合には、借入金の繰上返済請求を受けることがあり、

当社グループの財務状態に影響を与える可能性があります。  

  

⑩ その他のリスクについて 

 上記以外でも、当社グループの業績は、急激な技術革新等による社会インフラや市場競争状態の変化、現在進めて

おります構造改革にともなう当社グループの財務的・経営的状況の変動、国内外の主要市場における貿易規制等各種

規制、株式市場や債券市場の大幅な変動などにより多様な影響を受けます。 

  



 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及びその子会社135社並びに関連会社８社で構成され、主として時

計事業及び工作機械事業、デバイス事業、電子機器事業の分野において生産及び販売活動を営んでおります。 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）について図示すると次のとおりであります。  

 
  

２．企業集団の状況



(1) 会社の経営の基本方針 

 平成25年２月に、平成31年３月期を最終年度とする中期経営計画「シチズングローバルプラン2018」（以下「本

中期経営計画」という。）を策定しました。 

 本中期経営計画におけるスローガンを「真のグローバル企業を目指して ～スピードと活力の溢れる企業グルー

プへ～」と定め、以下の２項目を基本的な経営方針として、グローバルな市場において求められる「価値」を継続

して提供できる「真のグローバル企業」を目指してまいります。 

１）時計事業及び時計製造で培われた強みを生かせる領域、すなわち工作機械事業及び金属加工技術を生かした小

型精密部品事業にフォーカスし、カテゴリートップクラスのグローバル競争力を持つ事業の集合体を目指しま

す。 

２）中国・アジア新興国を戦略市場と位置付け、売上拡大と効率化を同時に進め、利益成長を加速します。 

(2) 中長期的な事業戦略と対処すべき課題 

 本中期経営計画では、当初の３年間（平成26～28年度）に徹底した構造改革と体質の強化を行い、次の３年間

（平成29～31年度）でコスト構造改革により捻出した資金を積極的に成長投資に振り向けることで業績の拡大を図

り、2018年度のありたい姿である「世界で勝ち抜く真のグローバル企業」を目指してまいります。  

 まず、当初の３年間（平成26～28年度）では、当社が抱える経営課題を克服すべく、以下の５項目に重点的に取

り組んでまいります。 

１）徹底したコスト構造改革 

各事業会社は、必要により人員、会社数、拠点数などの適正化を図り、中期の早い段階で筋肉質な経営体質の構

築を図る。 

２）事業ポートフォリオの明確化 

① 時計事業 

「グループ成長の核」とし、グループの経営資源を集中する。 

② 工作機械事業 

時計事業に次ぐ「第２の柱」へと育成する。 

③ 小型精密部品事業 

当社グループが持つ金属加工技術の強みを生かし、次なる成長事業へ育成する。 

④ デバイス事業、電子機器事業及びその他の事業 

売上拡大より、利益の向上による経営の安定を優先する。 

３）製造力の強化 

以下の視点を含む現状の点検と見直しを行い、製造力の強化に取り組む。 

① 自前生産主義から脱却し、自社のコアコンピタンスを見極めた上で外部調達との適切なバランスを図る。 

② 国内生産（付加価値の創造）と海外生産（コストの追求）の役割分担に応じたグローバル生産体制の最適化を

促進する。 

③ 中国一極集中によるリスクを回避する。 

４）人の生産性改善と人材力強化 

① 人・組織の活性化を目的に、役割と成果に応じた報酬体系へと移行する。 

② 中長期的にグループを支える人材を育成する。 

③ グローバルに活躍できる人材を育成する。 

④ 多層化した組織や重複業務等を見直し、人の生産性の改善を推し進める。 

５）拡大するアジア新興国市場への積極的なマーケティング対応 

特に時計事業において、マーケティングへの積極投資による売上拡大を遂げた中国での成長スキームを周辺アジ

アに移植し、中国・アジアでの成長を加速させ、シチズンの世界的なブランドプレゼンスの底上げを図る。 

 これら一連の施策を実行していくために必要な費用として、平成25年３月期に特別損失236億円を計上いたしまし

た。 

  

３．経営方針



本中期経営計画における事業別の戦略としましては、 

１）時計事業 

「製品からブランドへ」のスローガンのもとにブランド・マーケティングを強化してまいります。特に中国・ア

ジア新興国を戦略的拡販市場と位置づけ、積極的に投資を行い、高利益率体質を実現してまいります。また、流

通チャネルへの影響力を最大化し、既存の販売領域を保全・拡大するとともに、シチズンブランドの販売拡大に

資する目的でマルチブランド戦略も合わせて推進することにより、時計事業全体の売上拡大を図ってまいりま

す。 

２）工作機械事業 

時計部品の製造で培われた小型化技術及び高剛性技術に基づき最先端のソリューションを顧客に提供する「新・

モノづくり企業」のポジションを確立することで自動盤トップシェアの地位を確固たるものとしてまいります。 

３）デバイス事業 

当社グループの強みである金属部品や脆性材の加工技術を生かし、グローバルニッチ市場で勝てる小型精密部品

事業の拡大を目指します。ＬＥＤ製品については、当社グループ独自の強みである小型化、薄型化等を追求しつ

つ、日亜化学工業㈱との資本・業務提携を通じて利益の安定・拡大を目指します。その他のデバイス製品事業に

ついても売上拡大よりも利益の安定を優先してまいります。 

４）電子機器事業 

高品質・高信頼性の業務用プリンターとフォトプリンターを事業の核とし、グローバルニッチ市場を中心とした

事業展開を図り、安定的な利益の創出を目指します。  

  

以上の取組み・戦略を推進することで、売上拡大と効率化を同時に進め、利益成長を加速させてまいります。 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 73,026 71,105

受取手形及び売掛金 ※4  61,490 ※4  60,342

商品及び製品 34,016 37,646

仕掛品 20,707 20,922

原材料及び貯蔵品 13,452 15,212

未収消費税等 1,639 1,394

繰延税金資産 10,057 13,005

その他 6,250 7,842

貸倒引当金 △1,203 △1,603

流動資産合計 219,438 225,868

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 31,227 32,063

機械装置及び運搬具（純額） 19,220 20,403

工具、器具及び備品（純額） 3,861 4,024

土地 12,403 11,727

リース資産（純額） 413 459

建設仮勘定 2,457 2,134

有形固定資産合計 ※1  69,582 ※1  70,813

無形固定資産   

のれん 6,412 7,200

ソフトウエア 2,368 2,097

リース資産 41 29

その他 1,611 5,499

無形固定資産合計 10,433 14,826

投資その他の資産   

投資有価証券 30,046 34,673

長期貸付金 707 732

繰延税金資産 5,176 4,969

その他 3,420 3,775

貸倒引当金 △282 △321

投資損失引当金 △499 △667

投資その他の資産合計 38,570 43,162

固定資産合計 118,587 128,801

資産合計 338,025 354,670



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※4  19,135 ※4  16,174

短期借入金 21,522 43,261

1年内償還予定の社債 500 500

未払法人税等 1,987 2,027

繰延税金負債 5 14

未払費用 11,901 11,935

賞与引当金 5,027 4,678

役員賞与引当金 137 143

製品保証引当金 723 828

設備関係支払手形 ※4  465 ※4  1,248

環境対策引当金 － 23

事業再編整理損失引当金 1,909 14,400

資産除去債務 62 －

災害損失引当金 70 38

その他 20,899 18,363

流動負債合計 84,349 113,638

固定負債   

社債 550 10,050

長期借入金 50,650 20,150

繰延税金負債 490 546

退職給付引当金 11,976 13,078

環境対策引当金 50 63

事業再編整理損失引当金 － 3,326

資産除去債務 271 248

その他 833 1,158

固定負債合計 64,822 48,622

負債合計 149,171 162,260

純資産の部   

株主資本   

資本金 32,648 32,648

資本剰余金 37,167 33,890

利益剰余金 152,562 127,080

自己株式 △22,319 △5,380

株主資本合計 200,059 188,239

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,142 5,743

繰延ヘッジ損益 51 －

為替換算調整勘定 △15,755 △5,082

その他の包括利益累計額合計 △12,560 661

少数株主持分 1,354 3,508

純資産合計 188,853 192,409

負債純資産合計 338,025 354,670



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 279,786 272,050

売上原価 180,977 176,598

売上総利益 98,809 95,451

販売費及び一般管理費 ※1  82,280 ※1  83,902

営業利益 16,528 11,549

営業外収益   

受取利息 397 364

受取配当金 925 1,042

受取賃貸料 274 246

為替差益 － 1,603

持分法による投資利益 － 186

その他 1,232 1,049

営業外収益合計 2,830 4,493

営業外費用   

支払利息 1,205 1,209

手形売却損 91 88

貸与資産減価償却費 56 58

持分法による投資損失 4 －

為替差損 761 －

その他 510 881

営業外費用合計 2,631 2,237

経常利益 16,727 13,805

特別利益   

投資有価証券売却益 － 112

固定資産売却益 915 1,335

投資損失引当金戻入額 2 40

事業再編整理損失引当金戻入額 771 559

負ののれん発生益 3 31

その他 110 349

特別利益合計 1,803 2,427

特別損失   

固定資産売却損 12 233

固定資産除却損 357 557

減損損失 ※2  234 ※2  5,060

事業再編整理損 657 18,647

投資有価証券評価損 57 116

投資損失引当金繰入額 44 247

災害による損失 111 －

その他 551 790

特別損失合計 2,028 25,653

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

16,502 △9,420



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

法人税、住民税及び事業税 3,891 3,636

法人税等調整額 4,828 △4,191

法人税等合計 8,719 △554

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

7,782 △8,865

少数株主利益 84 △10

当期純利益又は当期純損失（△） 7,698 △8,855



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

7,782 △8,865

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 54 2,600

繰延ヘッジ損益 51 △51

為替換算調整勘定 △1,153 10,500

持分法適用会社に対する持分相当額 △26 153

その他の包括利益合計 △1,073 13,202

包括利益 6,709 4,336

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 6,625 4,367

少数株主に係る包括利益 84 △30



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 32,648 32,648

当期末残高 32,648 32,648

資本剰余金   

当期首残高 37,167 37,167

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

自己株式の消却 － △3,276

当期変動額合計 △0 △3,276

当期末残高 37,167 33,890

利益剰余金   

当期首残高 146,840 152,562

当期変動額   

剰余金の配当 △2,430 △2,916

当期純利益又は当期純損失（△） 7,698 △8,855

自己株式の処分 － △0

自己株式の消却 － △13,663

連結範囲の変動 △99 △13

持分法の適用範囲の変動 553 －

連結子会社の増資による持分の増減 － △34

当期変動額合計 5,722 △25,482

当期末残高 152,562 127,080

自己株式   

当期首残高 △22,318 △22,319

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － 16,939

当期変動額合計 △1 16,938

当期末残高 △22,319 △5,380

株主資本合計   

当期首残高 194,338 200,059

当期変動額   

剰余金の配当 △2,430 △2,916

当期純利益又は当期純損失（△） 7,698 △8,855

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

連結範囲の変動 △99 △13

持分法の適用範囲の変動 553 －

連結子会社の増資による持分の増減 － △34

当期変動額合計 5,721 △11,820

当期末残高 200,059 188,239



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 3,087 3,142

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 54 2,600

当期変動額合計 54 2,600

当期末残高 3,142 5,743

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 － 51

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 51 △51

当期変動額合計 51 △51

当期末残高 51 －

為替換算調整勘定   

当期首残高 △14,575 △15,755

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,179 10,673

当期変動額合計 △1,179 10,673

当期末残高 △15,755 △5,082

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △11,487 △12,560

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,073 13,222

当期変動額合計 △1,073 13,222

当期末残高 △12,560 661

少数株主持分   

当期首残高 1,282 1,354

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 72 2,153

当期変動額合計 72 2,153

当期末残高 1,354 3,508

純資産合計   

当期首残高 184,132 188,853

当期変動額   

剰余金の配当 △2,430 △2,916

当期純利益又は当期純損失（△） 7,698 △8,855

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

連結範囲の変動 △99 △13

持分法の適用範囲の変動 553 －

連結子会社の増資による持分の増減 － △34

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,000 15,376

当期変動額合計 4,721 3,555

当期末残高 188,853 192,409



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

16,502 △9,420

減価償却費 14,249 15,406

事業再編整理損失引当金の増減額（△は減少） △1,332 15,586

退職給付引当金の増減額（△は減少） 269 650

その他の引当金の増減額（△は減少） △930 42

のれん償却額 1,101 1,296

負ののれん発生益 △3 △31

受取利息及び受取配当金 △1,323 △1,406

支払利息 1,205 1,209

投資有価証券売却損益（△は益） － △111

投資有価証券評価損益（△は益） 57 116

固定資産売却損益（△は益） △902 △1,101

固定資産除却損 352 557

売上債権の増減額（△は増加） △1,959 6,329

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,636 102

仕入債務の増減額（△は減少） 2,704 △9,844

減損損失 234 5,060

その他 3,103 △2,270

小計 23,694 22,171

利息及び配当金の受取額 1,317 1,396

利息の支払額 △1,165 △1,258

法人税等の支払額 △4,300 △3,519

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,545 18,789

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △55 △1,194

投資有価証券の売却による収入 1 325

有形固定資産の取得による支出 △14,519 △18,047

有形固定資産の売却による収入 976 1,806

無形固定資産の取得による支出 △1,239 △1,551

無形固定資産の売却による収入 － 0

貸付けによる支出 △400 △786

貸付金の回収による収入 328 620

連結子会社株式の取得による支出 △0 ※2  △5,484

その他 △224 457

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,135 △23,853



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △177 △7,829

長期借入れによる収入 － 10,000

長期借入金の返済による支出 △0 △10,500

社債の発行による収入 － 10,000

社債の償還による支出 △500 △500

配当金の支払額 △2,430 △2,916

少数株主への配当金の支払額 △7 △23

連結子会社の第三者割当増資による収入 － 1,999

自己株式の取得による支出 △1 △1

自己株式の売却による収入 0 0

その他 △81 △133

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,198 95

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,494 3,547

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △282 △1,420

現金及び現金同等物の期首残高 68,201 68,937

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

1,019 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  68,937 ※1  67,517



 該当事項はありません。  

   

(5)連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）



１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数  100社 

  主要な連結子会社名 

  シチズン時計㈱、シチズンマシナリーミヤノ㈱、シチズン電子㈱、 

   シチズンファインテックミヨタ㈱、シチズンセイミツ㈱、シチズン・システムズ㈱ 

      新規 13社 

 当連結会計年度より、新星表業（東莞）有限公司、西鉄城精電科技(東莞)有限公司、Miyota Development Center 

of America, Inc.,、冠明精密錶業(深圳)有限公司、Cincom Miyano Hong Kong Co.,Ltd.、Cincom Miyano Korea 

Co.,Ltd.、Citizen Seimitsu (Thailand) Co., Ltd.を会社の新設により連結の範囲に含めております。また、

Prothor Holding S.A.、Prototec S.A.、Manufacture La Joux-Perret S.A.、Arnold & Son S.A.、Eplamo S.A.は

株式取得による子会社化に伴い、Cincom Miyano Taiwan Co.,Ltd.は株式の追加取得による子会社化に伴い連結の範

囲に含めております。 

       除外 １社 

 当連結会計年度より、Citizen Electronics (Nan Jing） Co., Ltd.を会社清算のため連結の範囲から除外してお

ります。 

(2)非連結子会社 34社 

   主要な非連結子会社 

    Sirma Macchine S.R.L. 

（連結の範囲から除いた理由） 

 連結の範囲から除外した非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等の各合計は、連結財務諸表上の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金に対し、いずれも僅少

であり、全体として連結財務諸表に重要な影響は及ぼしておりません。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の関連会社数 ２社 

 Marubeni Citizen-Cincom Inc.、First Cainta Resources Corporation 

(2)持分法を適用していない非連結子会社（Sirma Macchine S.R.L.等）及び関連会社（合川精密㈱等）は、それぞれ

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日が連結決算日と異なる会社は、70社であります。 

 連結子会社70社の事業年度の末日は、12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たって、連結決算日において連結

財務諸表作成の基礎となる財務諸表を作成するために必要とされる決算を行っております。 

  

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）



４．会計処理基準に関する事項 

 連結子会社が採用している会計処理基準は、原則として当社の基準に統一されており、特記すべき差異はありません。

当社及び連結子会社の主要な会計処理基準は、次のとおりであります。 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  イ 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの  

    連結決算日の市場価格に基づく時価法 

   （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

  ロ デリバティブ 

    時価法 

  ハ 棚卸資産 

 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）により

評価しております。 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却方法 

  イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

   主として定率法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

   建物及び構築物     ２～60年 

   機械装置及び運搬具   ２～10年 

  ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法を採用しております。 

  ハ  リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。      

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用しております。 

 (3)重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 発生年度に一括償却しております。  

 (4)重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。ま

た、在外連結子会社については、個別の債権の回収可能性を勘案した所要見積額を計上しております。 

  ロ 投資損失引当金 

 非連結子会社株式等(減損会計適用銘柄を除く)の著しい価値の下落による損失に備えるため、期末における実質

価額等を考慮して計上しております。 

  ハ 賞与引当金 

 従業員賞与については、在外子会社を除き、支給見込額基準により引当を行っております。 

  ニ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に充てるため、当社及び連結子会社の一部は、支給見込額基準により計上しております。 

  ホ 製品保証引当金 

 一部の連結子会社では製品のアフターサービス等に要する費用の引当として、売上高の一定割合を計上しており

ます。 

  ヘ 事業再編整理損失引当金 

 事業再編に伴い発生する費用及び損失に備えるため、その発生見込額を計上しております。 

  ト 環境対策引当金 

 将来の環境対策に伴う支出に備えるため、その合理的な見積額に基づき計上しております。 



  チ 退職給付引当金 

 当社及び連結子会社において、従業員の退職金給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

 会計基準変更時差異については原則として発生年度の特別損失として処理しております。但し、一部の連結子会

社においては５～10年の定額法により処理しております。 

 また、過去勤務債務及び数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（原則

として５年による定率法）により、過去勤務債務は、発生年度から、数理計算上の差異は、発生年度の翌連結会計

年度から、費用処理することとしています。 

  リ 災害損失引当金 

 東日本大震災により被災した資産の復旧費用等の支出に備えるため、当連結会計年度末における見積額を計上し

ております。 

 (5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上して

おります。 

 (6)重要なヘッジ会計の方法 

  イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて、特例処理の要件を満たす場合は、特例処理

を採用しております。 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。 

 ①ヘッジ手段 先物為替予約 

  ヘッジ対象 外貨建予定取引 

 ②ヘッジ手段 金利スワップ 

  ヘッジ対象 借入金利息 

  ハ ヘッジ方針 

 外貨建予定取引における為替変動リスク及び一部の借入金における金利変動リスクを回避する目的でヘッジを行

っております。 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。また、金利スワップについては、特例処

理によっているため、有効性の評価を省略しております。 

 (7)のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間(計上後20年以内)で均等償却を行っておりま

す。  

 なお、消去差額が重要な金額でない場合は、当該消去差額の生じた期の損益としております。 

 (8)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 (9)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  イ 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  ロ 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

  



（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 この変更が損益に与える影響は軽微であります。 

  

（会計方針の変更）



※１．有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。 

   

２．保証債務 

 連結会社以外の会社の銀行借入等に対し、保証を行っております。 

当社グループの得意先が抱えるリース債務等に対する保証 

  

３．輸出手形割引高 

      

※４．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりであります。 

  

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

減価償却累計額 百万円 228,709 百万円 229,863

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

リース債務等に対する保証 百万円 583 百万円 479

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

輸出手形割引高 百万円 10 百万円 0

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

受取手形 百万円 620 百万円 638

支払手形  604  58

設備関係支払手形  0  0



※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

   

※２．減損損失 

 当社グループは、原則として管理会計上の事業区分に基づく事業部単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位とし、グルーピングを行っています。なお、一部の連結子会社については規模に鑑み、会社単位を基準として

グルーピングを行っています。また、本社等、特定事業との関連が明確でない資産については共用資産としており

ます。 

 前連結会計年度は、今後使用見込みのない資産、収益性の悪化した事業の資産の減損損失を認識し、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（234百万円）として特別損失に計上しました。その主な内訳

は、建物及び構築物123百万円、機械装置及び運搬具105百万円であります。 

 当連結会計年度は、今後使用見込みのない資産、収益性の悪化した事業の資産の減損損失を認識し、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（5,060百万円）として特別損失に計上しました。その主な内訳

は、建物及び構築物2,242百万円、機械装置及び運搬具1,404百万円、土地1,019百万円であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却可能価額または使用価値を基に算定しております。正味売却可能価額について

は処分価額により評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローを主として５％で割り引いて算出しており

ます。  

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

 減価償却費 百万円 2,990 百万円 3,674

 貸倒引当金繰入額又は戻入額（△）  △403  181

 賞与引当金繰入額  2,176  1,913

 役員賞与引当金繰入額  174  97

 退職給付費用  1,182  1,291

 人件費  25,652  26,990

 広告宣伝費  15,499  14,741

 製品保証等引当金繰入額  44  75

 研究開発費  8,012  7,595



前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．自己株式数の増加3,035株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

       ２．自己株式数の減少286株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。  

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 350,353,809  －  － 350,353,809 

合計 350,353,809  －  － 350,353,809 

自己株式         

普通株式（注）１，２ 26,347,657 3,035 286       26,350,406 

合計 26,347,657 3,035 286 26,350,406 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,134 3.50 平成23年３月31日 平成23年６月29日 

平成23年11月８日 

取締役会 
普通株式 1,296 4.00 平成23年９月30日 平成23年12月２日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  1,296  利益剰余金  4.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日



当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．発行済株式数の減少20,000,000株は、自己株式の消却による減少であります。 

       ２．自己株式数の増加3,761株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

       ３．自己株式数の減少20,000,278株は、自己株式の消却による減少20,000,000株及び単元未満株式の買増請

求による減少278株であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）１ 350,353,809  －  20,000,000 330,353,809 

合計 350,353,809  －  20,000,000 330,353,809 

自己株式         

普通株式（注）２，３       26,350,406      3,761    20,000,278        6,353,889 

合計 26,350,406 3,761 20,000,278 6,353,889 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式      1,296     4.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日 

平成24年11月７日 

取締役会 
普通株式      1,620      5.00 平成24年９月30日 平成24年12月４日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式       971  利益剰余金      3.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日



 ※１． 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

※２．当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

  株式の取得により新たにProthor Holding S.A.他５社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 

至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

現金及び預金勘定 73,026百万円 71,105百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,088百万円 △3,587百万円 

現金及び現金同等物 68,937百万円 67,517百万円 

流動資産 2,413百万円

固定資産 4,120百万円

のれん 1,605百万円

流動負債 △827百万円

固定負債 △1,140百万円

少数株主持分 △132百万円

株式の取得価額 6,038百万円

現金及び現金同等物 △554百万円

差引：連結子会社株式の取得による支出 5,484百万円



１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、純粋持株会社制を導入しており、事業統括会社ごとに包括的な戦略を立案し、事業を展開してお

ります。 

 したがって当社グループは、各事業統括会社を基礎とし、製品の種類・性質の類似性等に基づき、「時計事業」、

「工作機械事業」、「デバイス事業」、「電子機器事業」、「その他の事業」の５つを報告セグメントとしておりま

す。 

 各事業の主な内容は次のとおりであります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

(単位：百万円) 

   （注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

(１) セグメント利益（営業利益）の調整額△3,035百万円には、セグメント間取引消去15百万円及び各報

告セグメントに配分していない全社費用△3,051百万円が含まれております。 

(２) セグメント資産の調整額26,348百万円には、各報告セグメントに配分されていない全社資産102,765

百万円及びセグメント間の債権の相殺消去等△76,416百万円が含まれています。 

２．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

（セグメント情報等）

セグメント情報

 事業区分 主要な製品 

 時計事業  ウオッチ、ムーブメント 

 工作機械事業  ＮＣ自動旋盤 

 デバイス事業  ＬＥＤ、自動車部品、水晶振動子、マイクロディスプレイ、スイッチ 

 電子機器事業  プリンター、健康機器、電卓 

 その他の事業  宝飾製品、球機用機器 

  時計事業 
工作 

機械事業 

デバイス 

事業 

電子機器 

事業 

その他の 

事業 
合計 

調整額 

（注）１ 

連結 

財務諸表 

計上額 

（注）２

 売上高 

  外部顧客への 

  売上高  

  

  セグメント間の 

  内部売上高又は 

  振替高 

  

 

  

  

 

139,369

4,039

  

 

  

  

 

41,981

571

  

 

  

  

 

61,412

5,107

  

 

  

  

 

22,594

1,077

  

  

  

14,427

959

  

 

  

  

 

279,786

11,753

  

－ 

  

  

( ) 11,753

  

 

  

  

－ 

279,786

計  143,408  42,552  66,519  23,672 15,386  291,540 ( ) 11,753  279,786

 セグメント 

利益又は損失（△） 
 13,047  5,090  967  845 △387  19,564 ( ) 3,035  16,528

 セグメント資産  149,347  48,248  83,432  14,750 15,897  311,677  26,348  338,025



当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

(単位：百万円) 

   （注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

(１) セグメント利益（営業利益）の調整額△3,386百万円には、セグメント間取引消去△183百万円及び各

報告セグメントに配分していない全社費用△3,202百万円が含まれております。 

(２) セグメント資産の調整額26,622百万円には、各報告セグメントに配分されていない全社資産103,824

百万円及びセグメント間の債権の相殺消去等△77,202百万円が含まれています。 

２．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

  時計事業 
工作 

機械事業 

デバイス 

事業 

電子機器 

事業 

その他の 

事業 
合計 

調整額 

（注）１ 

連結 

財務諸表 

計上額 

（注）２

 売上高 

  外部顧客への 

  売上高  

  

  セグメント間の 

  内部売上高又は 

  振替高 

  

 

  

  

 

139,508

3,084

  

 

  

  

 

35,533

526

  

 

  

  

 

59,852

5,344

  

 

  

  

 

21,504

1,038

  

  

  

15,651

686

  

 

  

  

 

272,050

10,680

  

 

  

  

( ) 

－

10,680

  

 

  

  

 

272,050

－

計  142,593  36,060  65,196  22,542 16,338  282,731 ( ) 10,680  272,050

セグメント 

利益 
 10,957  2,097  936  458 486  14,935 ( ) 3,386  11,549

 セグメント資産  165,836  46,431  85,469  15,568 14,742  328,048  26,622  354,670



（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません 

  

（注）２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

 リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オ

プション等、企業結合等、資産除去債務、連結包括利益計算書関係に関する注記事項については、決算短信における開

示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。  

  

（１株当たり情報）

  
  

  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 

至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 578.69 円 583.03

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△） 
円 23.76 円 △27.33

  
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額 
    

当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
      7,698       △8,855

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失（△）（百万円） 
      7,698       △8,855

期中平均株式数（千株）       324,004       324,001

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

───── ───── 

  
前連結会計年度 

 （平成24年３月31日) 
当連結会計年度 

 （平成25年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円）       188,853       192,409

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
      1,354       3,508

（うち少数株主持分（百万円）） ( ) 1,354 ( ) 3,508

普通株式に係る期末純資産額（百万円）       187,499       188,900

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式数の数（千株） 
      324,003       323,999

（重要な後発事象）

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,934 8,863

営業未収入金 54 58

預け金 6,500 19,100

短期貸付金 0 0

未収入金 1,682 1,133

未収消費税等 － 47

繰延税金資産 125 284

その他 591 2,197

流動資産合計 21,889 31,684

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,918 8,079

機械及び装置（純額） 48 38

工具、器具及び備品（純額） 50 38

土地 3,746 3,677

建設仮勘定 4 4

有形固定資産合計 12,768 11,838

無形固定資産   

ソフトウエア 6 4

特許実施権 0 0

その他 7 5

無形固定資産合計 14 10

投資その他の資産   

投資有価証券 25,628 29,758

関係会社株式 100,269 100,269

従業員に対する長期貸付金 0 0

長期前払費用 92 117

繰延税金資産 4,239 3,756

その他 1,006 1,008

投資その他の資産合計 131,236 134,910

固定資産合計 144,020 146,760

資産合計 165,909 178,444



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 － 6

買掛金 11 22

1年内返済予定の長期借入金 10,000 40,000

未払消費税等 28 －

未払金 2,762 2,644

未払費用 315 326

預り金 15 16

賞与引当金 146 141

役員賞与引当金 28 30

設備関係支払手形 116 －

事業再編整理損失引当金 － 541

資産除去債務 62 －

災害損失引当金 14 14

その他 32 32

流動負債合計 13,535 43,777

固定負債   

社債 － 10,000

長期借入金 50,000 20,000

退職給付引当金 695 807

債務保証損失引当金 416 410

環境対策引当金 42 38

事業再編整理損失引当金 － 897

資産除去債務 224 224

その他 487 544

固定負債合計 51,865 32,923

負債合計 65,401 76,701

純資産の部   

株主資本   

資本金 32,648 32,648

資本剰余金   

資本準備金 36,029 36,029

その他資本剰余金 3,276 －

資本剰余金合計 39,306 36,029

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 48,174 33,323

利益剰余金合計 48,174 33,323

自己株式 △22,319 △5,380

株主資本合計 97,810 96,621

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,697 5,121

評価・換算差額等合計 2,697 5,121

純資産合計 100,508 101,743

負債純資産合計 165,909 178,444



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

営業収益 9,228 9,703

営業費用 5,523 5,686

営業利益 3,705 4,016

営業外収益   

受取利息 71 236

受取配当金 598 633

受取賃貸料 1 0

為替差益 － 1

その他 24 17

営業外収益合計 696 889

営業外費用   

支払利息 1,076 1,081

為替差損 0 －

その他 84 194

営業外費用合計 1,161 1,276

経常利益 3,240 3,629

特別利益   

投資有価証券売却益 － 100

固定資産売却益 271 0

子会社清算益 54 －

その他 － 6

特別利益合計 326 106

特別損失   

固定資産除却損 0 44

減損損失 － 754

事業再編整理損 － 1,497

債務保証損失引当金繰入額 366 －

災害による損失 1 －

その他 5 168

特別損失合計 374 2,464

税引前当期純利益 3,192 1,271

法人税、住民税及び事業税 810 190

法人税等調整額 573 △646

法人税等合計 1,383 △456

当期純利益 1,808 1,727



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 32,648 32,648

当期末残高 32,648 32,648

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 36,029 36,029

当期末残高 36,029 36,029

その他資本剰余金   

当期首残高 3,276 3,276

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

自己株式の消却 － △3,276

当期変動額合計 △0 △3,276

当期末残高 3,276 －

資本剰余金合計   

当期首残高 39,306 39,306

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

自己株式の消却 － △3,276

当期変動額合計 △0 △3,276

当期末残高 39,306 36,029

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 48,795 48,174

当期変動額   

剰余金の配当 △2,430 △2,916

当期純利益 1,808 1,727

自己株式の処分 － △0

自己株式の消却 － △13,663

当期変動額合計 △621 △14,851

当期末残高 48,174 33,323

利益剰余金合計   

当期首残高 48,795 48,174

当期変動額   

剰余金の配当 △2,430 △2,916

当期純利益 1,808 1,727

自己株式の処分 － △0

自己株式の消却 － △13,663

当期変動額合計 △621 △14,851

当期末残高 48,174 33,323



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △22,318 △22,319

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － 16,939

当期変動額合計 △1 16,938

当期末残高 △22,319 △5,380

株主資本合計   

当期首残高 98,433 97,810

当期変動額   

剰余金の配当 △2,430 △2,916

当期純利益 1,808 1,727

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △622 △1,189

当期末残高 97,810 96,621

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 2,880 2,697

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △183 2,424

当期変動額合計 △183 2,424

当期末残高 2,697 5,121

評価・換算差額等合計   

当期首残高 2,880 2,697

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △183 2,424

当期変動額合計 △183 2,424

当期末残高 2,697 5,121

純資産合計   

当期首残高 101,314 100,508

当期変動額   

剰余金の配当 △2,430 △2,916

当期純利益 1,808 1,727

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △183 2,424

当期変動額合計 △805 1,234

当期末残高 100,508 101,743



 該当事項はありません。  

   

(1）役員の異動 

  

 （１）退任予定 

   取締役相談役    金森 充行（現 シチズンホールディングス㈱取締役相談役） 

   取締役       杉本 健司（現 シチズンホールディングス㈱取締役） 

   取締役       柿島  雄（現 シチズンホールディングス㈱取締役） 

   取締役       小佐野勝重（現 シチズンホールディングス㈱取締役） 

   社外取締役   山本 一元（現 シチズンホールディングス㈱社外取締役） 

   監査役     平石 久人（現 シチズンホールディングス㈱監査役） 

 （２）新任予定    

   取締役     中島 圭一（現 シチズンマシナリーミヤノ㈱代表取締役社長）  

   社外取締役   伊藤 健二（現 ＴＯＴＯ㈱代表取締役副社長執行役員） 

   監査役     羽生健一郎（現 シチズン・システムズ㈱取締役）  

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

  

(4)個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

６．その他
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